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1. はじめに 

 現在，日本の地方都市や住宅団地の多くでは，高

齢化による人口減少，生活利便性の低下に伴い児童

数が減少しており，児童数，クラス数の少ない小規

模校が増加している．そのため、小学校の統廃合が

全国的に盛んに行われている． 

小学校統廃合は地域の人口分布を考慮し検討さ

れる一方で，統廃合や、廃校後の跡地の利活用が地

域に児童数の増加等の正の影響や、生活利便性の低

下等の負の影響を及ぼし、人口動態に影響を与える

可能性も考えられるなど、現状の統廃合施策では中

長期的な視点が希薄である．そのため、地域再生の

ための小学校統廃合を実現するためには，将来時系

列における地域の人口動態予測を行い，地域にとっ

て最適な施策を追求していくことが不可欠である．

そこで本研究では，小学校の統廃合が世帯動態に及

ぼす影響に着目し，小学校の分布を考慮した将来時

系列の都市内人口分布や児童数の変化を予測可能

な世帯マイクロシミュレーションモデルを構築す

るとともに，愛知県瀬戸市の住宅団地を対象に，小

学校統廃合施策を定量的に評価し，地域の再生につ

ながる最適な施策を提案することを目的とする． 

 

2. 世帯マイクロシミュレーション(HUMS)の構造 

本研究で利用する鈴木ら 1)が開発をしてきた

HUMS は，ライフイベント発生させるとともに，商

業立地分布モデルや転入・転出者数を推定する重回

帰モデル，居住ゾーン，住宅タイプの選択モデル等

を内生化し、将来の世帯構造や世帯立地変化，商業

立地変化などを 1 年ごと・個人単位で予測可能なシ

ミュレーションシステムであるが、既存モデルでは

統廃合による人口動態の変化を表現可能なモデル

となってはいなかった． 

そこで，本研究では，既存の HUMS をベースとし

つつ、統廃合と人口動態の関係を表現可能にしたモ

デルの構築を行った． 

本研究で開発するモデルの基本構造を図-1に示す．

※改良・構築部分(緑)水色矢印(個人処理フロー) 

 

図-1 モデルの基本構造 

 

3. 対象地域・ゾーン設定 

対象地域は，愛知県瀬戸市の菱野団地とする．（図

-2）菱野団地は，人口減少や高齢化が進行しており、

地域の衰退が懸念されている．また，団地内には，

3 校の公立小学校が存在しているが，児童数の減少

が顕著となっており，2026 年に A,C 小学校が B 小

学校に統合予定である．また，ゾーンは瀬戸市が独

自に整備している連区と呼ばれる 18 の区域をゾー

ンに設定した． 

 

図-2 菱野団地の位置図 

 

4. 転入数推定モデルの改良 

転入者数推定モデルは，瀬戸市外から瀬戸市内の

各ゾーンへ転入してくる人数を予測するモデルで

ある．本研究では，統廃合に関わる変数を追加し、

線形の重回帰モデルのパラメータ推定を行った． 

菱野団地の位置図
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表-1 転入数推定モデルのパラメータ推定結果 

説明変数 パラメータ t 値 
転出数/人口 0.892 17.21** 

住宅供給数 0.000266 5.08** 
小学校の学級数 0.000334 3.75** 

大型商業施設延床面積(ha) -0.000105 -5.97** 
小学校の資産価値 0.00605 -3.94** 

   決定係数：0.965 **：1%有意 *：5%有意 

 

5．シミュレーションを用いた将来予測結果 

予測結果（図-3）から，瀬戸市全体の人口は継続

して減少傾向になる結果が得られた．菱野団地の

人口についても強い減少傾向を示している． 

5.1. 統廃合施策のシナリオ 

本研究では構築した世帯マイクロシミュレーシ

ョンを用いて 4 つの施策を組み合わせた 7 通りの小

学校統廃合施策について比較し，最適な施策を評価

するものとする．なお，戸建住宅建設施策は A,C小

学校の跡地に 260軒の戸建住宅を建築する施策であ

る．想定するシナリオを表-2 に示す． 

表-2 想定するシナリオ 

シナリオ 
A,C小学校の 

跡地利用施策 

B小学校の 

改築・新築施策 

0 なし なし 

1 戸建住宅建設 改築 

2 戸建住宅建設 新築 

3 戸建住宅建設 なし 

4 高齢者福祉施設建設 改築 

5 高齢者福祉施設建設 新築 

6 高齢者福祉施設建設 なし 

5.2. 将来人口動態予測 

予測結果（図-4）を見ると，施策なしの場合と比

べて，すべてのシナリオで人口の減少傾向が緩和さ

れることが明らかとなった．特に，シナリオ２につ

いてはその傾向が強く，2050 年時点で施策なしの場

合と比べて約 1700 人の差が生じる結果が得られた． 

 

6. おわりに 

本研究では，住宅団地を対象に，人口分布や世

帯構造をミクロに予測できる HUMS を構築し，既

存モデルでは考慮できていなかった小学校統廃合

の要素を転入モデル等に組み込むことにより，小

学校統廃合による人口動態への影響を表現可能と

した．

 
図-3 瀬戸市のゾーン別将来人口動態 

 

図-4 シナリオ別将来人口動態予測結果（菱野団地） 

モデルの構築後は，小学校統廃合施策による人口

動態等への効果の予測および評価を行った． 

効果予測の比較結果から，小学校統廃合を行う際

には，小学校を新築する施策と住宅を建築する施策

を複合的に実施することが人口減少の抑制や団地

再生に効果的であることが明らかとなった．  
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